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第１章 地域振興局・支庁庁舎の再整備の考え方

（１）庁舎の設置状況

○ 地域振興局・支庁については，平成18年12月に策定した「総合事務所設
置計画」に基づき，各地域における県政の総合拠点として，平成19年４月
に設置した。現在の具体的な庁舎の設置状況は以下のとおりである。

・ 総合事務所の本庁舎は，既存の庁舎を有効活用することを基本として，
当面の位置を決定するとともに，総合事務所を設置する庁舎の規模等を
踏まえ，必要に応じて，分庁舎方式を採用。

・ 保健所の業務の一部，農林水産業技術の普及指導，公共土木施設の維
持管理業務等を所管する駐在機関等を設置。

＜各地域振興局・支庁庁舎の設置状況＞

地域振興局 駐在機関等
本 庁 舎 分 庁 舎

支 庁 (離島支所含む)の庁舎

日 置 市

鹿 児 島 市 (旧伊集院合同庁舎)［保，農，建］
鹿 児 島

(旧鹿児島合同庁舎)［総，農，建］ 鹿 児 島 市

(旧自動車税管理事務所庁舎)［総］

南さつま市 南さつま市
南 薩 指宿［保，農，建］

(旧加世田合同庁舎)［総，農，建］ (加世田保健所庁舎)［保］

さつま［農］
薩摩川内市 薩摩川内市

北 薩 出水［保，農，建］
(旧川内合同庁舎)［総，農，建］ (旧川内保健福祉合同庁舎)［保］

甑島［農，建］

姶 良 市 霧 島 市
姶良・伊佐 伊佐［保，農，建］

(旧加治木合同庁舎)［総，農，建］ (旧隼人保健福祉合同庁舎)［保］

曽於［総，農，建］
鹿 屋 市

大 隅 志布志［保］
(旧鹿屋合同庁舎)［総，保，農，建］

志布志第二［建］

西 之 表 市
熊 毛 屋久島［総，保，農，建］

(旧種子島合同庁舎)［総，保，農，建］

喜界［総，保，農，建］

瀬戸内［総，保，農，建］

奄 美 市 徳之島［総，保，農，建］
大 島

(大島支庁舎)［総，保，農，建］ 徳之島第二［保］

沖永良部［総，保，農，建］

与論［総，保，農，建］

庁 舎 数 ７庁舎 ５庁舎 15庁舎

［総］：地域振興，県税関係業務 等

［保］：感染症予防，疾病対策，生活衛生，生活保護，福祉施設の指導監査 等

［農］：農林水産業技術の普及指導，農地の整備保全 等

［建］：道路・河川・港湾など公共土木施設の維持管理 等

※分庁舎や駐在機関では，上記業務のうち一部のみを実施している場合がある。
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（２）庁舎の老朽化の状況

○ 殆どの地域振興局・支庁の庁舎で建設年から一定年数が経過し，老朽化

が進行しており，来庁者や職員の安全性の確保の観点から，再整備につい

て検討が必要な状況にある。

○ 特に南薩地域振興局庁舎については，これまでの劣化状況調査の結果か

ら最も老朽化が進行していることが判明しており，令和９年度末頃までの

建替えが必要なことから，早急に再整備に向けた検討を進める必要がある。

○ また，それ以外の庁舎については，令和４年度末で建設年から５０年を

超える１５庁舎を対象に劣化状況調査を実施（令和４年１０月～令和５年

５月）したところ，北薩地域振興局本庁舎及び大島支庁舎は今後概ね１０

年（令和１４年度末）を目途に，姶良・伊佐地域振興局本庁舎は今後概ね

１５年（令和１９年度末）を目途に，建て替えることが望ましいとの調査

結果が示された。

この調査結果を受け，この３庁舎については，南薩地域振興局庁舎の再

整備の状況を参考に，令和６年度中に具体的な再整備の時期を精査するこ

ととしている。
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（３）庁舎の再整備の考え方

○ 総合事務所設置計画は，情報通信手段の発展などを踏まえ，効率的な

組織運営等のため，所管区域を広域化し，県内を７区域に区分して出先

機関を総合事務所として再編することなどを基本的な考え方としており，

この考え方は人口減少などの直近の社会情勢の変化等にも通用するもの

と考えている。

○ こうした考えの下，各地域振興局・支庁の庁舎の再整備に当たっては，

「総合事務所設置計画」及び「行財政運営指針」に基づき，簡素で効率

的な組織体制の構築という考え方を基本に，以下の考え方により検討を

進める。

ア 総合事務所（本庁舎）位置

 基本的な考え方

・ 当面の位置として決定した現在の本庁舎の位置について，庁舎建替

えの際には，地方自治法の規定を踏まえ，住民の利便性等の観点から，

管内の市町の人口，交通事情，他の官公署との関係等を勘案し，改め

て検討を行う。

・ 検討に当たっては，可能な限り，考慮すべき事項に関連した客観的

な指標により候補地ごとに比較を行う。

・ 具体的には，候補地ごとに点数による評価を行うこととした上で，

各考慮事項（減点事項を除く）ごとに均等な配点（各１０点）とし，

各管内で候補地ごとの相対的な比較が可能となるような評点を設定す

る。

 候補地ごとの具体的な比較方法

考慮事項 比較方法等

①管内の市町 （比較の観点）

の人口 ・管内各市町の人口の集積

【配点１０点】 （関連指標）

・ 庁舎利用が将来にわたることから，将来推計人口を指

標として用いる。

・ 将来推計人口は，管内各市町間で公平に比較を行う観

点から，国立社会保障・人口問題研究所による推計値

（※）を用いる。
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（※）用いる将来推計人口の時点については，庁舎の

建替え時期やその時点における国立社会保障・人

口問題研究所の公表値を踏まえて，管内ごとに個

別に判断する。

（比較方法）

❶ 候補地が所在する市町の将来推計人口が，管内の総

人口に占める割合により比較することとし，その割合

に応じて，以下のとおり評点（基礎点）を設定する。

10点 ９点 ８点 ７点 ６点 ５点 ４点 ３点 ２点 １点

50％ 45％ 40％ 35％ 30％ 25％ 20％ 15％ 10％ 10％
以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 未満

❷ 候補地と所在する市町の中心部（現在の役所の所在

地）間の移動時間（自動車で一般道を走行した場合の

所要時間）に応じて，県内の隣接する市町間の平均移

動時間（30分）も考慮し，以下のとおり❶の基礎点か

ら減点する。

15分以内 15分超～30分以内 30分超

減点なし 基礎点の1/4減点 基礎点の1/2減点

②交通の事情 （比較の観点）

・ 庁舎への移動時間

【配点１０点】

（関連指標）

・ 庁舎へ移動する際の主要な交通手段は自動車であるこ

とから，自動車による移動時間（自動車で一般道を走行

した場合の所要時間）を指標として用いる。

（比較方法）

❶ 候補地と各市町中心部（現在の役所の所在地）間の

自動車による移動時間の平均時間を候補地ごとに算定

する。

❷ ❶による候補地ごとの平均移動時間のうち，最短時

間を基準とし，当該基準から超過時間の割合に応じて，

以下のとおり評点を設定する。

10点 ９点 ８点 ７点 ６点 ５点 ４点 ３点 ２点 １点

+10% +15% +20% +25% +30% +35% +40% +45% +50% +50%
以内 以内 以内 以内 以内 以内 以内 以内 以内 超
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③他の官公署 （比較の観点）

との関係 ・ 公的機関の集積

【配点１０点】 （関連指標）

・ 管内住民の利便性を考慮し，庁舎から一定の距離内に

存在する管内の国及び県の機関・関係団体の集積度合い

を指標として用いる。

・ 「国及び県の機関・関係団体」は，行政手続等で県民

や事業者の一定の来庁が見込まれる国の機関（国に準じ

る機関を含む）及び県の機関・関係団体を管内ごとに選

定する。

〔国機関〕

税務署，公共職業安定所，労働基準監督署，

国道事務所，農政事務所，法務局，裁判所，

国立研究開発法人など

〔県機関〕

試験研究機関等の出先機関，警察署など

〔関係団体〕

以下の各分野における地元関係団体

・商工分野：商工会，商工会議所，

飲食業生活衛生同業組合，

ホテル・旅館生活衛生同業組合

・農業分野：農業協同組合

・水産分野：漁業協同組合，水産加工業協同組合

・森林分野：森林組合

・観光分野：観光協会

・建設分野：建設業協会

・医療分野：医師会，歯科医師会，薬剤師会

・福祉分野：社会福祉協議会

・環境分野：産業資源循環協会 など

・ 「一定の距離内」は，県内の隣接する市町間における

平均移動時間（30分）を考慮して自動車による移動時間

が30分以内とし，国及び県の機関・関係団体数は「15分

以内」を1.0，「15分超～30分以内」を0.5で換算する。
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（比較方法）

❶ 候補地から一定の距離内に存在する国及び県の機関

・関係団体数が，管内の国及び県の機関・関係団体の

総数に占める割合により比較することとし，その割合

に応じて，以下のとおり評点を設定する。

10点 ９点 ８点 ７点 ６点 ５点 ４点 ３点 ２点 １点

50％ 45％ 40％ 35％ 30％ 25％ 20％ 15％ 10％ 10％
以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 未満

④所管区域の （比較の観点）

地理的状況 ・ 危機事象発生時における安全性

（比較方法）

候補地が所在市町のハザードマップにより以下の危険

な区域に該当する場合は，１区域につき２点の減点とする。

洪水浸水想定区域，雨水出水浸水想定区域，

高潮浸水想定区域，津波浸水想定区域，

ため池浸水想定区域，山地災害危険地区，

土砂災害警戒区域（特別警戒区域を含む）

⑤その他 （比較の観点）

・ 活用可能な土地の状況，駐在機関等の統合・再編

（比較方法）

候補地の整備費用について，各費用項目が当該候補地の

みで生じる費用かどうかといった観点から，追加での整備

費用項目が生じることが明らかである場合は，１つの追加

費用項目につき２点減点する。

（例）

・ 庁舎建設に係る土地の取得費用を要する場合

・ 駐車場の確保など庁舎敷地以外の土地の賃借費用を

要する場合

 本庁舎の移転に伴う影響の緩和のための支援

・ 地域振興局・支庁の本庁舎を現在の所在市町外の市町へ移転するこ

ととした場合，本庁舎の移転による現在の所在市町の地域経済等への

影響に鑑み，その影響の緩和のため，当該市町の地域の振興・活性化

に対する支援策を講じる。
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イ 分庁舎の取扱い

・ 地域振興局・支庁の設置の際，総合事務所化を図る出先機関を一つの

庁舎に集約することを基本としつつ，総合事務所を設置する庁舎の規模

等を踏まえ，必要に応じ，分庁舎方式を採用した。

・ 庁舎の再整備に当たっては，その規模等について既存の庁舎を前提と

せず，改めて検討することから，制度的な制約等により集約が困難な場

合を除き，原則，分庁舎を集約する方向で検討を行う。

ウ 駐在機関等のあり方

・ 本所までの所要時間，所管区域の面積及び所管市町村数など，区域の

特性等を勘案しつつ，その役割を検証の上，統合・再編の検討を行う。

［検討の視点］

① 各駐在機関等については，県民に身近な行政サービス機関としての

機能を有することを踏まえつつ，将来の人口見込みや本所までの所要

時間など区域の特性等を勘案し，統合・再編による行政サービスへの

影響等を検証する。

② 保健所については，地域保健法により，所管区域は二次保健医療圏

域と概ね一致した区域とすることが原則とされていることを踏まえ，

現在の二次保健医療圏域と保健所の所管区域を比較しつつ，その役割

を改めて検証する。

エ 民間提案の活用

・ 民間提案の活用により，新たな事業機会の創出や民間投資の喚起を図

るとともに，効率的かつ効果的な整備を推進するという基本的な考え方

の下，整備手法を検討する。

オ その他

・ 整備地や駐在機関等のあり方の決定に当たっては，地元市町村等の意

見をお聞きする。
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第２章 南薩地域振興局庁舎の再整備方針

（１）現状

○ 南薩地域振興局については，旧加世田合同庁舎を本庁舎とし，加世田
保健所を第２庁舎とする分庁舎方式を採用している。

また，指宿市に保健福祉環境部の支所として指宿保健所と，農林水産
部及び建設部の駐在機関を設置している。

○ 南薩地域振興局の庁舎については，県内の地域振興局・支庁庁舎の中
でも最も老朽化が進行しており，令和９年度末頃までの建替えが必要な
状況にある。

本庁舎 第２庁舎（分庁舎） 指宿庁舎（駐在機関等）
所 在 地 南さつま市加世田 南さつま市加世田 指宿市十二町３０１

東本町８番地１３ 村原２丁目１－１
竣工(本館) 昭和３７年 昭和３４年 昭和４４年
入 居 状 況 地域振興局長 保健福祉環境部 保健福祉環境部支所

総務企画部 農 林 水 産 部 農 政 普 及 課 駐 在
農林水産部 建設部土木建築課駐在
建設部

敷 地 面 積 6,429.6㎡ 2,337.85㎡ 5,955.59㎡
職 員 数 149人 41人 26人
(※)職員数は令和５年４月１日現在。

【組織体制】
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（２）検討経過

南薩地域振興局庁舎の再整備については，地域振興局・支庁庁舎の再整備
の基本的な考え方に基づき，これまで，以下のとおり，管内の市や関係団体
の御意見をできる限り丁寧にお聞きし，その御意見も参考に検討を進めてき
た。

ア 管内市・関係団体への意見聴取

［対象団体］
 南薩地域管内の４市
 南薩地域管内における医療や福祉，農林水産，建設，商工などの

各分野における地元関係団体（44団体）

［実施内容］
 令和４年８月～10月

意見聴取手続きの一環として，地域振興局・支庁庁舎の現状等に
ついて，上記の対象団体に加え，地元関係団体の上部団体を個別に
訪問し，事前説明を実施

 令和４年11月～12月
上記の意見聴取の対象団体に対し，南薩地域振興局庁舎の再整備

に関して，意見聴取を実施

 令和５年１月～２月
意見聴取結果とりまとめ

イ 管内４市からの候補地の募集

［対象団体］
南薩地域管内の４市

［募集期間］
令和５年５月下旬～７月上旬

［募集要件等］
○ 南薩地域振興局管内に所在する土地（県有地以外の土地を含む）

で，他の事業等での使用や建設の予定地でないこと

○ 現行の本庁舎が立地する敷地と概ね同程度以上の面積であること
等
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（３）総合事務所（本庁舎）の位置

ア 地元市等からの主な意見

○ 地元市等からは，歴史的経緯や移転による地元経済への影響等を考
慮し，南さつま市（加世田）の現在の本庁舎の位置に再整備すべきと
の意見があった一方で，地理的中心であること等を考慮し，南九州市
（知覧）の県立保健看護学校跡地に再整備すべきとの意見があった。

○ 管内４市からの候補地の募集の結果，南さつま市から「現在の本庁
舎敷地」と，南九州市から「県立保健看護学校跡地」の提案があった。

イ 候補地の選定

○ これらの地元市からの提案等を踏まえ，次の候補地が最終候補地と
して適切であると判断し，選定した。

現在の本庁舎敷地 県立保健看護学校跡地

所 在 地 南さつま市加世田東本町８－１３ 南九州市知覧町西元５４１８

敷地面積 6,429㎡ 33,634㎡

取得費用 無し（県有地） 無し（県有地）

現 況 南薩地域振興局本庁舎 未利用

第二種住居地域 指定無し
用途地域

(建ぺい率:60％,容積率:200％) (建ぺい率:70％,容積率:400％)

接道状況 県道（幅員12m） 県道（幅員11m）
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ウ 候補地ごとの比較

① 管内の市町の人口

 南薩地域管内４市の将来推計人口
・ 将来推計人口は，国立社会保障・人口問題研究所による2045年

時点の推計値（最新の公表値の中で最も先の推計値）を用いる。

・ 各候補地の所在市の将来推計人口（2045年）が管内合計に占め
る割合に応じた基礎点は，以下のとおり。

市 2045年推計人口 管内合計に占める割合 基礎点

枕 崎 市 11,612人 15.2％ －

指 宿 市 25,432人 33.3％ －

南さつま市
18,265人 23.9％ ４点

｢現在の本庁舎敷地｣

南 九 州 市
21,063人 27.6％ ５点

｢県立保健看護学校跡地｣

４ 市 合 計 76,372人 100.0％ －

 候補地と所在市の中心部間の移動時間
候補地と所在市の中心部（現在の役所の所在地）間の移動時間と，

移動時間に応じた基礎点からの減点の有無は以下のとおり。

・南さつま市役所～現 在 の 本 庁 舎 敷 地 ３分【減点なし】
・南九州市役所～県立保健看護学校跡地 11分【減点なし】

 評価
・ 「現在の本庁舎敷地」は４点。
・ 「県立保健看護学校跡地」は５点。

② 交通の事情

 候補地と管内各市町中心部間の移動時間（平均）
候補地と管内各市町中心部間の移動時間（平均）は以下のとおり。

各市
枕崎市 指宿市 南 さ つ ま 市 南 九 州 市 平均

候補地

現在の本庁舎敷地 31分 66分 ３分 25分 31分

県立保健看護学校跡地 22分 45分 24分 11分 25分
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 最短の平均移動時間との比較
候補地のうち，最短の平均移動時間と，当該時間を基準とした場

合の超過時間の割合は以下のとおり。

・県立保健看護学校跡地 25分（基準（最短））
・現 在 の 本 庁 舎 敷 地 31分（基準＋23％）

 評価
・ 「現在の本庁舎敷地」は７点。
・ 「県立保健看護学校跡地」は10点。

③ 他の官公署との関係

 国及び県の機関・関係団体
行政事務等で県民や事業者の一定の来庁が見込まれる国及び県の

機関や関係団体（管内に事務所を有する団体）は以下のとおり。

(i)国機関（17機関）

税務署 知覧税務署，指宿税務署

裁判所 鹿児島地方裁判所知覧支部，鹿児島家庭裁判所知覧支部，
知覧簡易裁判所，加世田簡易裁判所，
鹿児島家庭裁判所指宿出張所，指宿簡易裁判所

検察庁 鹿児島地方検察庁知覧支部

法務局 鹿児島地方法務局知覧支局,
鹿児島地方法務局南さつま出張所

税 関 鹿児島税関支署枕崎出張所

職 業 安 定 所 加世田公共職業安定所，指宿公共職業安定所

国 道 事 務 所 鹿児島国道事務所指宿維持出張所

港 湾 ・ 空 港 鹿児島港湾・空港整備事務所指宿港海岸分室

その他 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
枕崎茶業研究拠点

(ⅱ)県機関（26機関）

研 究 機 関 等 農業開発総合センター，水産技術開発センター，
知覧食肉衛生検査所，南薩家畜保健衛生所，
フラワーセンター

警察署 指宿警察署，枕崎警察署，南さつま警察署，
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南九州警察署ほか７交番10駐在所

(ⅲ) 関係団体（34団体）

商 工 南さつま商工会議所，枕崎商工会議所，指宿商工会議所
菜の花商工会，南さつま市商工会，南九州市商工会

観 光 南さつま市観光協会，枕崎市観光協会，指宿市観光協会，
南九州市観光協会

農 業 南さつま農業協同組合，いぶすき農業協同組合，
さつま日置農業協同組合金峰支所

漁 業 鹿児島県漁業協同組合秋目支所，枕崎市漁業協同組合，
指宿漁業協同組合，山川町漁業協同組合，
加世田漁業協同組合，笠沙町漁業協同組合，
坊泊漁業協同組合，かいゑい漁業協同組合，
枕崎水産加工業協同組合，山川水産加工業協同組合

森 林 かごしま森林組合

建 設 鹿児島県建設業協会加世田支部，
鹿児島県建設業協会指宿支部

医 療 南薩医師会，枕崎市医師会，指宿医師会

福 祉 枕崎市社会福祉協議会，指宿市社会福祉協議会，
南さつま市社会福祉協議会，南九州市社会福祉協議会

環 境 産業資源循環協会南薩支部

 候補地の集積状況
各候補地ごとの国及び県の機関・関係団体の集積状況は以下のと

おり。

移動時間 15分圏内 30分圏内
集積状況

候補地 （1.0換算）（0.5換算）
１７団体 ２５団体

現在の本庁舎敷地 ３８％
（１７団体）（１２団体）

１６団体 ２５団体
県立保健看護学校跡地 ３６％

（１６団体）（１２団体）

※ 管内の国及び県の機関・関係団体数の合計は77団体

 評価
・ 「現在の本庁舎敷地」は７点。
・ 「県立保健看護学校跡地」は７点。
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④ 所管区域の地理的状況

 ハザードマップにおける危険区域の該当の有無

区域 該当する候補地
洪水浸水想定区域 現在の本庁舎敷地
雨水出水浸水想定区域 －
高潮浸水想定区域 －
津波浸水想定区域 －
土砂災害(特別)警戒区域 －
ため池浸水想定区域 －
山地災害危険地区 －

 評価
・ 「現在の本庁舎敷地」は▲２点。
・ 「県立保健看護学校跡地」は減点なし。

⑤ その他

 追加の整備費用
・ 各候補地はいずれも県有地であり，新たな土地の取得費用を要

しないとともに，現在の建物の解体費用を要する。また，現時点
で新庁舎の正確な必要面積が確定していない中，駐車場の確保等
のために土地の賃借費用が明らかに必要であると認められない。

※ なお，現段階で新庁舎の必要面積は確定しないものの，駐在
機関等を本所に統合する場合であっても，各候補地とも同敷地
内で建替えは可能と考えられる。

・ 他方で，候補地の整備費用を比較した結果，庁舎建替え工事期
間中の仮設事務所の確保費用が「現在の本庁舎敷地」のみに生じ
ることが見込まれる一方，現時点で公共下水道が未整備であるた
め，浄化槽の設置費用が「県立保健看護学校跡地」のみに生じる
ことが見込まれること等から，いずれも▲２点とする。

 評価
・ 「現在の本庁舎敷地」は▲２点。
・ 「県立保健看護学校跡地」は▲２点。
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エ 候補地の比較結果

上記ウの①から⑤までに掲げる各考慮事項について評点化し，候補地
ごとに比較した結果，以下のとおり，「県立保健看護学校跡地」の合計
点が高いことから，南薩地域振興局庁舎の再整備に伴う本庁舎の位置は
「県立保健看護学校跡地」とする。

候 補 地
現 在 の 本 庁 舎 敷 地 県立保健看護学校跡地

考慮事項

①管内の市町の人口 ４点 ５点

②交通の事情 ７点 １０点

③他の官公署との関係 ７点 ７点

④所管区域の地理的状況 ▲２点 ０点

⑤その他 ▲２点 ▲２点

合計点 １４点 ２０点

オ 本庁舎の移転に伴う影響の緩和のための支援

地元市等から，現在の南薩地域振興局の本庁舎が現在の所在市外に移
転した場合の地元経済等に対する影響を考慮すべきとの意見があったこ
とも踏まえ，本庁舎の移転による地域経済等への影響の緩和のために以
下の地元市に対する支援策を講ずる。

① 地元市の意向をできる限り尊重し，現在の本庁舎等の跡地を活用す
る。

② 地元市における地域の振興・活性化を支援する。
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（４）分庁舎の取扱い

ア 地元市等からの主な意見

○ 地元市等からは，利便性などの観点から，保健所である分庁舎を集
約すべきとの意見が多かった一方で，来庁者や職員への感染症リスク
を低減する観点から，感染症対策を担う保健所を他部署と分けるべき
との意見もあった。

イ 検討結果

○ 保健所である分庁舎については，集約が困難な事情となる制度的な
制約等も特段存在しないことから，原則どおり本庁舎に集約すること
とする。

○ なお，保健所については，疫学調査や有症状者の相談等は主に電話
対応であるなど，住民や職員への感染リスクは極めて低く，他部署と
庁舎を分ける必要はないと考えている。

（５）駐在機関等のあり方

ア 地元市等からの主な意見

○ 地元市等からは，指宿駐在について，将来的な人口減少や地理的中
心地への本庁舎の整備等を前提に統合すべきとの意見があった一方
で，現在の果たしている機能等を踏まえ，現在の体制を維持すべきと
の意見もあった。

○ また，今後，地域振興局・支庁について，デジタル技術を活用した
行政サービスの提供等をさらに積極的に推進してほしいとの意見もあ
った。

イ 検討結果

○ 指宿駐在については，上記の地元市等からの意見も参考に，以下の
とおり区域の特性等を勘案しつつ，その役割を検証した結果，廃止し，
本所に統合することとする。

○ その際，地元市等から，指宿駐在の現体制を維持すべきとの意見が
あったことも踏まえ，本所への統合後，当面の間は，本所において，
指宿駐在の人員を含めた現行の人員体制を確保することとする。

○ また，本所への統合後も，当面は指宿市の農業委員会等に事務所ス
ペースとして指宿庁舎の貸付を継続することとする。
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［検証］

 区域の特性等の変化
○ 平成19年度の地域振興局・支庁の設置後，南薩地域振興局管内の

人口は大きく減少し，指宿市の人口も大きく減少しており，今後，
他の地域振興局管内を上回る人口減少が見込まれている。

（参考）南薩４市の人口の推移
（※括弧内は地域振興局・支庁設置時の平成19年との比較による増減割合）

指 宿 市 南九州市 南さつま市 枕 崎 市 県 全 体

2007（平成19年） ①46,508 ②42,430 ③41,505 ④25,186 1,751,510

2022（令和４年） ①39,138 ②33,478 ③32,909 ④20,020 1,605,419
（16％減） （21％減） （21％減） （21％減） （ 8％減）

2045（将来予測） ①25,432 ②21,063 ③18,265 ④11,612 1,204,146
（45％減） （50％減） （56％減） （54％減） （31％減）

○ 本庁舎の県立保健看護学校跡地への移転により，指宿市から本庁
舎への交通アクセスは改善（約66分→約45分）し，他の地域振興局
管内に比べても遜色ない状況となる。

（参考）指宿市から本庁舎へのアクセス

現行の本庁舎(加世田) 県立保健看護学校跡地 (遜色なし) さつま町役場～北薩地域振興局本庁舎 約40分
南大隅町役場～大隅地域振興局本庁舎 約40分

指宿からのアクセス 約66分(46.7㎞) 約45分(31.6㎞) 南種子町役場～熊毛支庁本庁舎 約50分

 役割の検証

① 保健福祉環境部支所（指宿保健所）

○ 地域保健法上，１医療圏（二次）１保健所が原則とされており，
指宿保健所はその例外として存置されているものの，全国の他保
健所に比しても管内人口等は小規模であり，全国的にも，同管内
の人口規模等で保健所を設置している例は僅少である。

今後見込まれる指宿市の更なる人口減少を踏まえると，指宿保
健所を例外として存置する必要性はより低くなると判断せざるを
得ない。

○ 感染症対策については，疫学調査等は主に電話で対応しており，
統合による影響は少ない。加えて，保健所の集約により，感染症
対応時の指揮命令系統が明確化し，職員間で知見の共有がなされ
るなど，対応力は向上すると考えている。
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○ また，管内の他市に比して，宿泊業・飲食サービス業の割合
は高いものの，本所の移転によりアクセスが改善されることか
ら，本所でしか対応できない手続（温泉・旅館業の手続等）に
係る利便性は向上する。

○ さらに，手続上は来所不要な飲食業の営業許可申請等につい
て，申請書類の事前相談や申請手数料の納付等のため，一定の
来所の実態はあるものの，統合後も，地元市等からの意見も踏
まえ，必要な人員体制を確保しつつ，出張相談を行い，申請手
数料の納付の電子化を進めることとしており，これらにより，
利用者の一定の利便性の確保が可能と考えている。

② 農林水産部農政普及課指宿市駐在

○ 管内の他市に比して，販売農家数及び農業産出額は多いもの
の，駐在で対応している農政普及業務は基本的に来所不要であ
り，業務実態としても職員が農家現場に出向いて対応している
割合が高いことから，統合後も，地元市等からの意見も踏まえ，
必要な人員体制を確保することとしている。また，災害時等に
おいては現地での迅速な対応を行うこととし，これらにより利
用者の一定の利便性の確保は可能と考えている。

○ また，指宿市の農政部等が指宿庁舎に入居し，同市と連携し
た利用者への対応が可能な環境にあるが，統合後も，地元市等
からの意見も踏まえ，オンラインでの遠隔相談を実施すること
等により，利用者の一定の利便性の確保は可能と考えている。

○ 加えて，指宿市との連携についても，本所への統合後，他の
３市と同様に，必要に応じてオンラインでの会議や市役所への
出張等を行うことにより，同市と連携した対応が可能と考えて
いる。

③ 建設部土木建築課指宿市駐在

○ 管内の他市に比して，道路延長及び河川延長は少なく，駐在
で対応している業務は基本的に来所不要であり，業務実態とし
て職員が工事現場等に出向いて対応している割合が高いことか
ら，統合後も，地元市等からの意見も踏まえ，必要な人員体制
を確保することとしている。また，災害時等においては現地で
の迅速な対応を行うこととし，これらにより，円滑な現場対応
が可能と考えている。
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（６）地元市等からの主な意見に対する考え

ア 意見聴取の概要

・対象団体 南薩４市及び地元関係団体（44団体）

・期 間 令和４年11月４日（金）～同年12月26日（月）

・回収件数 48件（回収率：100％）

・質問項目

① 南薩地域振興局庁舎の利用状況について

② 南薩地域振興局の提供する行政サービスについて

③ 南薩地域振興局庁舎の再整備に当たっての留意事項について

➣ 分庁舎（加世田保健所）の集約に当たっての留意事項

➣ 駐在機関等（指宿庁舎）の統合・再編に当たっての留意事項

➣ 本庁舎の再整備に関する特段の意見

イ 地元関係団体等からの主な意見に対する考え

 南薩地域振興局が提供する行政サービスに関する意見

意 見 理 由 意見に対する考え

 -1 ・ 申請をスムーズに行 ・ 本県では，平成16年に県内

電子申請制度の うことができ，時間の 市町村と共同で運用する電子

導入を進めてほし ロスがなくなるため。 申請システムを導入し，各種

い。 申請やイベントの参加申込み

など，行政手続のオンライン

化を進めてきました。

引き続き，利用対象となる

行政手続数の増加を図るとと

もに，広く県民に対し，オン

ラインにより行うことができ

る行政手続を周知してまいり

ます。

 -2 ・ 県民が県政情報を得 ・ 県政情報については，広報

各種行政サービ やすいよう，情報を閲 紙や県政広報番組，SNSなどの

スの情報を入手し 覧できるコミュニティ 活用を通じて，積極的に発信

やすいよう，情報 スペ－スの整備や情報 しているところであり，県ホ

の提供方法を検討 を探しやすいホームペ ームページについても情報の

してほしい。 ージづくりが必要であ 検索などの利便性向上の観点

るため。 から必要な見直しを行ってき

ているところです。

引き続き，県民の皆様が県

政情報を入手しやすいよう，

情報発信の充実に努めてまい

ります。

 -3 ・ 人口減少等を踏まえ， ・ 本県では，鹿児島県デジタ

ＤＸ時代に適応 来庁によるサービス提 ル推進戦略に基づき，行政手

したサービス提供 供の方式からＩＣＴ技 続等のデジタル化による利便
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のあり方を検討し 術等を活用したサービ 性の向上に取り組むとともに，

てほしい。 ス提供の方式に転換を 県で保有する公開可能な情報

図ることで県民サービ について，有効に活用される

スの向上に努める必要 よう公表に努めているところ

があるため。 であり，引き続き，これらの

取組を積極的に推進してまい

 -4 ・ 過疎化等に伴う地域 ります。

管内の様々な情 力の衰退に対応するた

報・データを集積 めには，大都市圏等か

し，誰でも情報の らの企業や人の移住・

提供を受けられる 定住に管内全体で取り

システムを構築し 組むための機能を整備

てほしい。 する必要があるため。

 -5 ・ 移動時間がなくなり，

各種会議をＷＥ 効率的に業務を行うこ

Ｂで実施してほし とができるため。

い。

 -6 ・ 地域によって偏りが ・ 地方自治法において，住民

南薩地域の地理 生じていた南薩地域の の利便性の観点から，交通の

的中心地に整備を 行政・福祉等の各種サ 事情が庁舎の位置決定の際の

進めてほしい。 ービスの利便性が高ま 考慮事項に挙げられているこ

るため。 とを踏まえ，交通の事情を本

庁舎の位置決定の際の考慮事

 -7 ・ 南薩地域の中心部に 項としているところです。

南薩地域の地理 位置し，被災する可能

的中心に再整備を 性が低い場所に振興局 ・ 南薩地域振興局の本庁舎の

図り，災害に強い を再整備することで災 位置については，交通の事情

地域づくりを進め 害時に最も安定的に県 を含む考慮事項について候補

てほしい。 民に対応できるため。 地ごとに比較を行った結果，

県立保健看護学校跡地とする

こととしております。

 -8 ・ 住民生活に密接に関 ・ 限られた行政資源の中で，

各市との連携強 わる行政サービスを提 高度化・多様化・複雑化する

化を図るべき。 供する市町村との連携 行政需要に対し，効果的な施

強化が住民の理解・協 策を展開するためには，市町

力につながるため。 村との連携がより重要と考え

ております。

このような観点から，地域

振興局においては，地域の実

態を的確に把握し，県の施策

等の更なる充実を図るため，

これまで以上に各市との連携

を強化してまいります。

 -9 ・ 市役所で必要な手続 ・ 県においては，平成17年度

市役所で地域振 きができれば，移動に に策定した権限移譲プログラ

興局と同等の手続 無駄な時間を費やす必 ムに基づき，住民に身近な事

きが行えるように 要がなくなるほか，リ 務は可能な限り市町村で処理
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してほしい。 モート会議ができれば することが望ましいとの考え

また，関係の事 地域振興局に大きな会 方の下，パスポートの発給申

務所と振興局でリ 議室や受付を設置する 請・交付等の事務について，

モート会議ができ 必要がなくなり，建替 市町村と協議を踏まえ，権限

るようにしてほし え費用の削減にもつな 移譲を推進しております。

い。 がるため。 また，オンラインでの会議

開催なども推進しております。

 -10 ・ 県と市が一体となっ ・ 地域振興局・支庁庁舎は，

まちづくりの中 て魅力あるまちづくり 管内の全ての県民のサービス

心的役割を果たす に取り組むことで,県民 の提供を目的に整備している

拠点であるべき。 ・市民が誇りを持てる ものであり，管内市町村とも

まちづくりの拠点とな 連携し，さらなる県民サービ

るため。 スの充実に努めてまいります。

各市町村のまちづくりにつ

いては，基本的に，地域の実

情に応じ，それぞれの市町村

において進められるものと考

えておりますが，県としても，

各市町村が進めるまちづくり

について，適切に支援を行っ

てまいります。

 -11 ・ 関係機関との連携は ・ 庁舎の再整備後も，必要な

農家や関係機関 必須であるため。 人員体制を確保しつつ，これ

と円滑に連携が図 までと同様，関係機関との積

られるよう，必要 極的な連携に努めてまいりま

な体制を構築して す。

ほしい。
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 分庁舎の集約に関する意見

意 見 理 由 意見に対する考え

 -1 ・ 飲食業者等は保健所 ・ 南薩地域振興局の分庁舎に

教育事務所等も に行く機会が多いが,現 ついては，集約が困難な事情

合わせた形で，駐 保健所は駐車スペース となる制度的な制約等も特段

車スペースを十分 が限られており,駐車で 存在しないことから，原則ど

確保できる土地に きないことがあるため。 おり集約することとしており

本庁舎を再整備し ます。

て，分庁舎を集約

すべき。 ・ なお，教育事務所について

は，地域振興局庁舎の再整備

 -2 ・ 将来を見据えると， の対象ではありませんが，今

分庁舎を集約し 感染症や経済対策など 後の事務所のあり方について

て高機能化してほ の面で，地域振興局が は，今回整理した地域振興局

しい。 益々重要な拠点となる ・支庁庁舎の再整備の考え方

ため。 等を踏まえ，教育委員会にお

いて検討を進めるものと承知

 -3 ・ １か所に集約するこ しております。

利便性を考慮し とで庁舎間の移動が生

て分庁舎を集約し じないため。

てほしい。

 -4 ・ 一般市民や他部署の ・ 保健所で所管している疫学

感染症対策の部 職員への感染リスクを 調査や有症状者の相談等は主

署は他部署と物理 低減させる必要がある に電話での対応であり，市民

的に分けるのが望 ため。 ・職員への感染リスクは極め

ましい。 て低いものと考えており，現

に，保健所を本庁舎に設置し

ている大隅地域振興局におい

ても特段支障は生じていない

ところです。

 -5 ・ 感染症など迅速な対 ・ 管轄エリアの拡大について

集約せずに従来 応が求められる中，集 は，分庁舎の集約ではなく，

の医療連携体制を 約により管轄エリアが 指宿保健所の統合に関連する

維持してほしい。 拡大すると，医療機関 問題であると考えております。

や医師会等との連携・ 南薩地域振興局の本庁舎の

調整面での負担が増加 位置については，管内の住民

するため。 の利便性の観点を踏まえた交

通の事情などの考慮事項につ

いて候補地ごとに比較を行っ

た結果，県立保健看護学校跡

地とすることとしております。

その上で，指宿保健所につ

いては，指宿市での今後の人

口減少や，本庁舎の移転によ

る指宿市から本庁舎への交通

アクセスの改善といった区域

の特性等を勘案しつつ，行政
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サービスへの影響等を検証し

た結果，必要な人員体制の確

保等により，利用者の一定の

利便性の確保が可能であるこ

と等から，本所に統合するこ

ととしたところです。
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 駐在機関の統合・再編に関する意見

意 見 理 由 意見に対する考え

 -1 ・ 人口減少等に伴う組 ・ 指宿駐在については，地元

地理的中心に総 織の見直しや広域的観 の御意見をできるだけ丁寧に

合事務所を再整備 点から総合事務所を地 お聞きし，その御意見も参考

して，駐在機関を 理的中心に再整備する にした上で，本所までの時間

廃止すべき。 ことで，南薩４市全体 等の区域の特性等を勘案しつ

の均衡ある発展が期待 つ，行政サービスへの影響等

できるため。 を検証した結果，本所に統合

することとしております。そ

 -2 ・ 行財政改革を進める の際，体制を維持すべきとの

将来的な人口減 上で，地理的中心であ 御意見を踏まえ，当面の間は，

少を踏まえ，行財 る南九州市に総合事務 本所で指宿駐在を含めた現行

政改革を図る上で， 所を再整備することで， の人員体制を維持することと

駐在機関は廃止す 効率的な県政につなが しております。

るのが望ましい。 ると考えるため。

・ 具体的には，区域の特性等

 -3 ・ 許可申請や制度を把 としては，指宿市での今後の

現在地より本所 握するために，本所ま 人口減少や，本所の移転によ

の利便性が改善す で１時間かけて行く必 る指宿市から本庁舎への交通

るのであれば駐在 要があるため。 アクセスの改善が挙げられま

機関の統合も仕方 す。

ない。

・ また，本所への統合による

 -4 ・ 県駐在と市の農政部 行政サービスへの影響等の検

農政普及課指宿 や農業委員会の集約に 証については，まず，指宿保

市駐在は現体制を より，営農相談にワン 健所は，感染症対応は主に電

維持すべき。 ストップで対応してお 話対応であり，統合による影

り，農業振興に重要な 響は少なく，集約により対応

役割を果たしているた 力は向上すると考えておりま

め。 す。

また，本所でしか対応でき

 -5 ・ 指宿市は営業許可が ない手続は，本所の移転によ

保健福祉環境部 必要な飲食業等の事業 りアクセスが改善されること

指宿支所は現体制 者が多く，事業者の負 から，利便性が向上します。

を維持すべき。 担が増加。また，統合 さらに，手続上は来所不要

により新型コロナ対策 な営業許可申請等は，一定の

についても，医師会等 来所の実態があるものの，人

との連携による迅速な 員体制の確保や申請手数料の

対応が損なわれるため。 納付の電子化等により，利用

者の一定の利便性の確保は可

 -6 ・ 県管理道路や河川， 能と考えております。

土木建築課指宿 港湾等の維持管理の迅

市駐在は現体制を 速な対応を行う上で， ・ 農政普及課指宿市駐在につ

維持すべき。 駐在が必要であるため。 いては，対応業務は基本的に

来所不要であり，業務実態と

 -7 ・ 駐在を利用している しても職員が農家現場に出向

駐在の統合は， 県民の利便性について いている割合が高いことから，

新しい本庁舎の整 考慮が必要であるため。 統合後も必要な人員体制を確
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備位置や交通アク 保することにより利用者の一

セス環境の整備状 定の利便性の確保は可能であ

況をもとに検討す ると考えております。

べき。 また，指宿市と連携した利

用者への対応についても，統

 -8 ・ 旧指宿合同庁舎時代 合後もオンラインでの遠隔相

駐在の統合につ からの歴史や役割があ 談等により利用者の一定の利

いて，地域の理解 り，これまで地域への 便性の確保は可能と考えてお

を得ることが重要。 貢献もあったと思うか ります。

ら。

・ 土木建築課指宿市駐在につ

いては，対応業務は基本的に

来所不要であり，業務実態と

しても職員が工事現場等に出

向いている割合が高いことか

ら，統合後も人員体制の確保

により円滑な現場対応が可能

と考えております。
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 本庁舎の位置に関する意見

意見 理由 意見に対する考え

 -1 ・ 振興局庁舎が立地す ・ 地元市等からの御意見も踏

移転による市街 る地域を中心にまちづ まえ，南薩地域振興局の本庁

地の空洞化など「地 くり政策が進められ， 舎が現在の所在市外へ移転す

元の影響」を最大 商業施設等も庁舎に近 ることにより生じる地域経済

限考慮してほしい。 接した場所に建てられ 等への影響の緩和のための支

てきたため。 援策を講じることといたしま

す。

 -2 ・ 現在の庁舎地は加世 ・ 今回の南薩地域振興局庁舎

本庁舎や駐車場 田の中心市街地であり， の再整備の検討に当たり，本

がある現在地に庁 近隣には薩南病院や市 庁舎の位置については，地元

舎や立体駐車場の 役所もあるため，振興 市等からの御意見も踏まえ，

整備が望ましい。 局を含めた連携が可能 「現在の本庁舎敷地」と「県

であるため。 立保健看護学校跡地」を最終

的な候補地としたところです。

 -3 ・ 南さつま市には古く

本庁舎が現在地 から県の出先機関が置 ・ その上で，各候補地ごとに，

に整備された歴史 かれ，庁舎とともに発 管内の市町の人口，交通の事

的経緯を考慮して 展が図られてきたため。 情など，可能な限り，考慮す

ほしい。 べき事項に関連した客観的な

指標により比較を行った結果，

県立保健看護学校跡地に整備

することとしております。

・ なお，歴史的経緯について

は，考慮事項の一つである「他

の官公署との関係」の中で一

定考慮されたものと考えてお

ります。

 -4 ・ 現在，振興局の近く ・ 各団体事務所の立地につい

移転する場合， に事務所があり，各種 ては，団体の事情に応じて判

関係団体の会館移 協議や研修等に利用さ 断されるべきものと考えます

転を検討する必要 れており，本庁舎とと が，現在でも，多くの関係団

があり，多大な負 もに移転する場合，用 体の事務所が地域振興局・支

担が生じる。 地取得や建設費用が必 庁の本庁舎から一定程度離れ

要であるため。 た場所に立地しているものと

考えております。

 -5 ・ 地理的中心にした方 ・ 地方自治法において，住民

地理的中心地に が，区域内の４市の住 の利便性の観点から，交通の

整備してほしい。 民が等しくサービスを 事情が庁舎の位置決定の際の

受けられるため。 考慮事項に挙げられているこ

とを踏まえ，交通の事情を本

 -6 ・ 各市の人口に大差が 庁舎の位置決定の際の考慮事

管内住民にとっ なく，公共交通機関に 項として定めているところで

て平等性が担保さ 頼れない地域でもある す。
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れるべき。 ため，地理的な中間地

点に設置することが公 ・ 本庁舎の位置決定に当たっ

平だと考えるため。 ては，各候補地ごとに，交通

の事情や管内の市町の人口な

 -7 ・ 活用できる県有地が ど，可能な限り，考慮すべき

県立保健看護学 あることを視野に入れ 事項に関連した客観的な指標

校跡地を有効活用 てコスト削減に努める により比較を行った結果，県

すべき 必要があるため。 立保健看護学校跡地に整備す

ることとしております。

 -8 ・ 南薩縦貫道の整備に

管内市町の人口， より，災害時の対応や

交通事情，他の官 ４市間のあらゆる業務

公署との関係等を を統括する上で最善の

勘案するのであれ 整備地であるため。

ば，南薩地域にお

いては南九州市で

の再整備が妥当。

 -9 ・ 地域振興局の組織の ・ 総合事務所設置計画におい

本庁舎の位置決 あり方等に関する基本 て，地域振興局・支庁の役割

定に当たっては， 的な考え方を整理して や機能等は既に整理されてお

他の振興局も含め おくことで，今後の他 り，庁舎の再整備に当たって

た役割や機能，組 の地域振興局の再整備 も，同計画に基づく役割や機

織のあり方を検討 計画にも反映できるた 能等を踏まえて検討を進める

すべき。 め。 必要があると考えております。

 -10 ・ 組合員が手続きに訪 ・ 本庁舎の整備候補地につい

指宿市内に本庁 れる機会があり，市内 て，管内４市から，指宿市内

舎を整備してほし にあると移動時間を短 の候補地の提案がなかったこ

い。 縮できるため。 とも踏まえ，指宿市内の候補

地は選定しなかったところで

す。

 -11 ・ 会議等はＷＥＢでも ・ 庁舎の整備に当たっては，

庁舎整備は必要 可能であり，建物に巨 民間提案の活用により効率的

最低限にすべき。 額の出費は必要ないた かつ効果的な整備を推進する

め。 という基本的な考え方の下，

整備手法を検討してまいりま

す。
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 その他の意見

意 見 理 由 意見に対する考え

 -1 － ・ 本庁舎の整備候補地につい

阿多小学校（Ｒ て，管内４市から，御指摘の

４閉校）跡地の活 候補地の提案はなかったこと

用も検討してほし も踏まえ，候補地には選定し

い。 なかったところです。

 -2 － ・ 南薩地域振興局庁舎の再整

南薩圏域の県民 備に当たっては，管内４市の

目線で利用しやす 住民の利便性向上に努めてま

い再整備に努めて いります。

ほしい。

 -3 － ・ 薩摩半島横断道路は南薩地

交通利便性向上 域の広域道路ネットワークを

のため南薩横断道 形成する道路として，将来，

路の早期整備をお 高規格道路又は一般広域道路

願いしたい。 としての役割が期待されるも

のの，現時点で具体のルート

が決まっていない道路であり，

構想路線として位置づけたも

のです。

今後，必要な機能等につい

て検討した上で，ルート設定

などを行ってまいりたいと考

えております。
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（７）再整備の手法・スケジュール

ア 整備手法

 基本的な考え方

○ 本県では，公共施設等の整備等の検討に当たり，民間提案を活用

するＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入が適切かどうかを，自ら整備を行う

従来型手法に優先して検討することとしている。

○ この方針を踏まえ，地域振興局・支庁庁舎の再整備に当たっても，

民間提案の活用により，新たな事業機会の創出や民間投資の喚起を

図るとともに，効率的かつ効果的な整備を推進するという基本的な

考え方の下，今後，整備手法を検討する。

（想定される主な手法）

①ＤＢ方式 設計，建設業務を一括して民間事業者に性能発注

する。資金調達は公共が行う。

②ＤＢＯ方式 設計，建設，維持管理，運営の各業務を一括して

民間事業者に性能発注する。契約は，「設計・建設

工事請負契約」及び「維持管理・運営業務委託契約」

をそれぞれ締結する。

資金調達は公共が行い，施設整備費については竣

工までに民間事業者へ払うのが一般的である。

③ＰＦＩ方式 設計，建設，維持管理，運営の各業務を一括して

民間事業者に性能発注する。

資金調達は民間事業者が行い，施設整備費につい

ては公共から民間事業者へ事業期間中に分割して支

払われる方法が一般的である。

④従来型手法 設計，建設，維持管理，運営の各業務を仕様に基

（公設民営方式） づき民間事業者に個別に発注（分割発注）する。資

金調達は公共が行う。
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 今後の検討

○ 南薩地域振興局庁舎の整備手法については，前項までに示した再

整備方針を前提に，民間事業者のノウハウも活用し，今後，検討を

行う。

○ 整備手法の検討に当たっては，新庁舎の整備期間や規模等を踏ま

え，ＰＦＩ等手法を導入する場合のリスク分担等の整理を行いつつ

事業スキームを抽出・検討した上で，従来型手法による場合と費用

総額を比較し，ＰＦＩ等手法の導入の適否について検討を行う。

イ 今後のスケジュール

○ アの整備手法ごとに想定されるスケジュールは次のとおり。

PPP/PFI手法 従来型手法

Ｒ５

PFI手法等導入検討

Ｒ６

PFI事業者選定 基本設計

Ｒ７

実施設計

Ｒ８

設計・施工

施工

Ｒ９
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